
様式第１号（第７条関係）

年度サーキュラーデザイン・リーディングモデル構築支援事業費補助金交付申請書

　　年　　月　　日

宮城県知事　　　　　　　殿

（申請者）
住　所
名称
及び代表者名

担当者職氏名
ＴＥＬ　　　　　　　ＦＡＸ　　　　　　　
Ｅ－mail　

　　　　年度において、下記のとおり事業を実施したいので、補助金等交付規則第３条の規定により、サーキュラーデザイン・リーディングモデル構築支援事業費補助金を交付されるよう関係書類を添えて申請します。

記
１　事業の名称
　　
２　補助事業に要する経費及び補助金交付申請額
補助事業に要する経費　金　　　　　　　　　円
補助金交付申請額　　　金　　　　　　　　　円

３　関係書類
(1)  事業計画書（別紙１） 
(2)  経費算出根拠（見積書等及び見積書整理表（別紙２））
(3)  人件費積算表（別紙３）※人件費を計上する場合
(4)　事業計画概要書（別紙４）
(5)  直近３年間の財務諸表
 (6)  定款及び登記簿謄本 
(7)  納税証明書（県税に係る徴収金に未納がない旨の証明書）の写し 
 (8)  暴力団排除に関する誓約書（別紙５）  
(9)  会社案内等のパンフレット 
(10)　共同体形式で実施する場合、
ア 共同体組織・役割分担表
イ 事業者間の確認書、誓約書、協定書等
(11)　その他知事が必要と認める資料





別紙１（様式第１号）

事　　業　　計　　画　　書

１　申請者（事業者等）の概況
	事業者名
	

	住　　所
	

	業　　種
	大分類
	中分類 ※
	事業内容
	

	
	製造業
	

	
	

	従業員数
	
	資本金又は
出資金
	

	法人設立日及び沿革
	　　年　　月　　日



	県内に所在する事業所

	
	事業所名
	所在地

	１
	
	

	２
	
	

	３
	
	


※日本標準産業分類の中分類を記載してください。

２　事業計画の概要
(1) テーマ設定
	事業テーマ名
	


	対象製品と特長
	



	事業テーマの概要
試作開発に取り組む理由
	




	事業実施場所
	


	事業期間
（２か年度以内）
	　　　年　　月　　日から　　　年　　月　　日

	総事業費
	年度
	年度

	
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　　　円

	
	補助金申請
予定額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　　　円

	他の補助金等の
交付（申請）状況
	




(2) 開発戦略
	サーキュラーデザイン化の内容
	（解体容易化のためのリサイクル事業者との協議内容、素材再生材やバイオ素材の比率の変化、複合素材の製品の単一素材化の状況など、具体的に記載）




	事前検討・
現状把握の状況
	（先行事例の調査結果、ニーズの比較検討・絞り込み結果などを記述）



（試作開発等に係わる法律・規則等（安全性試験含む）の調査結果、対策などを記述）




	技術力・課題解決
	（試作開発に関する基盤技術、基礎研究成果などを記述）


（試作開発で想定される技術課題及び課題解決のアプローチなどを記述）



	新規性・独創性
	（技術（製品）の新規性・独自性、競合技術との差別化・優位性などを記述）



	事業実施の目標値
（定量的に記載すること）
	

	高額物品の
購入理由
	（５０万円以上の機械装置等の高額物品の購入を想定している場合。購入の必要性などを記述）


※その他事業で購入する物の内容・金額等については、４支出明細書に記載してください。



(3) 市場戦略
	市場把握
	（市場の規模、将来性、ニッチ市場など、想定される市場を記述）




	市場戦略
	（販売に向けたビジョン・戦略、市場へのアプローチなどを記述）







(4)販路開拓の内容（販路開拓費を計上する場合のみ）
	販路開拓の種別
	

	販路開拓の具体的
内容・工程
	

	販路開拓の目的・
期待される効果
	





(5) 事業実施体制　
	主任技術者の氏名・役職・
略歴
	

	試作開発に従事する人員数
（主任技術者を除く。）
	

	試作開発に活用する基礎となる技術
	

	技術指導受入
	□あり　　　　□なし
※ありの場合は「５ 指導受入計画書」を作成

	共同開発
	□あり　　　　□なし
※ありの場合は「６ 共同開発計画書」を作成





(6) 事業計画期間、内容等
１年目（開発計画期間：　　　年　　月　　日 ～ 　　　年　　月　　日）
	 実施月
項目
	  年
4
	
5
	
6
	
7
	
8
	
9
	
10
	
11
	
12
	  年
1
	
2
	
3

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※実施項目ごとに計画時期を　　　　　　　　で示してください。

２年目（開発計画期間：　　　年　　月　　日 ～ 　　　年　　月　　日）２か年度事業の場合
	 実施月
項目
	  年
4
	
5
	
6
	
7
	
8
	
9
	
10
	
11
	
12
	  年
1
	
2
	
3

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※実施項目ごとに計画時期を　　　　　　　　で示してください。

３　収支予算書
(1) 収入関係
１年目（　　年度）								（単位：円）
	区　分
	金　額
	調達先
	備　考

	補 助 金
	
	
	

	自己資金
	
	
	

	借 入 金
	
	
	

	そ の 他
	
	
	

	合　　計
	
	
	



２年目（　　年度）２か年度事業の場合					（単位：円）
	区　分
	金　額
	調達先
	備　考

	補 助 金
	
	
	

	自己資金
	
	
	

	借 入 金
	
	
	

	そ の 他
	
	
	

	合　　計
	
	
	



(2) 支出関係
[bookmark: _Hlk222929470]１年目（　　年度）								（単位：円）
	区　分
	補助事業に
要する経費
(a)
	補助対象
経　　費
(b) (≦(a))
	補 助 金
見 込 額
(c) (≦(b)×2/3)
	備　考

	試　作　開　発　費
	原材料費
	
	
	
	

	
	機械装置費
	
	
	
	

	
	工具器具費
	
	
	
	

	
	外注費
	
	
	
	

	
	技術指導受入費
	
	
	
	

	
	共同開発費
	
	
	
	

	
	人件費
	
	
	
	

	
	その他の経費
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	

	販路開拓費
	販路開拓指導
受入費
	
	
	
	

	
	事務費
	
	
	
	

	
	会場設営・運営費
	
	
	
	

	
	広報宣伝費
	
	
	
	

	
	外注費
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	
	


※補助対象経費(b)は、消費税抜きの額で記載してください。
※補助対象経費の算定根拠として、原則、２者以上から取得した見積書又はそれに準ずる資料を提出願います。
※見積書等及び見積書整理表（様式第１号の別紙２）を提出願います。
※人件費を計上する場合、人件費積算表（様式第１号の別紙３）を提出願います。


２年目（　　年度）　２か年度事業の場合　　　　　　		　　　	　　　（単位：円）
	区　分
	補助事業に
要する経費
(a)
	補助対象
経　　費
(b) (≦(a))
	補 助 金
見 込 額
(c) (≦(b)×2/3)
	備　考

	試　作　開　発　費
	原材料費
	
	
	
	

	
	機械装置費
	
	
	
	

	
	工具器具費
	
	
	
	

	
	外注費
	
	
	
	

	
	技術指導受入費
	
	
	
	

	
	共同開発費
	
	
	
	

	
	人件費
	
	
	
	

	
	その他の経費
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	

	販　路　開　拓　費
	販路開拓指導受入費
	
	
	
	

	
	事務費
	
	
	
	

	
	会場設営・運営費
	
	
	
	

	
	広報宣伝費
	
	
	
	

	
	外注費
	
	
	
	

	
	その他の経費
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	
	


※補助対象経費(b)は、消費税抜きの額で記載してください。
※補助対象経費の算定根拠として、原則、２者以上から取得した見積書又はそれに準ずる資料を提出願います。
※見積書等及び見積書整理表（様式第１号の別紙２）を提出願います。
※人件費を計上する場合、人件費積算表（様式第１号の別紙３）を提出願います。



４　指導受入計画書（外部から技術指導を受入する場合のみ）

(1)指導元の概要
	指導元担当者
職・氏名
	
	所属機関名
	

	指導受入
の内容
	



	指導受入の
理由等
	




※指導元が産業財産権を取得している場合には、指導受入の理由等欄にその種類、取得年月日、番号等も記載してください。

(2)　指導受入費の概要
	年度
円
	年度
円
	総額
円



指導受入費の内容
１年目（　　　　年度）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	指導受入費
	内容（内訳）
	指導受入方法

	円
	
	



２年目（　　　　年度）　２か年度事業の場合のみ
	指導受入費
	内容（内訳）
	指導受入方法

	円
	
	



※事業者間の確認書、誓約書、協定書等の写しを提出願います。

５　共同開発計画書（外部との共同研究を実施する場合のみ）

(1)　共同開発の概要
	共同開発者職・氏名
	
	所属機関名
	

	共同開発の内容
	



	選定理由等
	





(2)　共同開発費の概要
	事　業　費
	　　　　年度
	　　　　年度
	総額

	
	円
	円
	円



１年目（　　　　年度）
	経費区分
	金　　額
	積算内訳
	摘　　要

	
	
	
	

	合　　計
	
	
	



２年目（　　　　年度）２か年度事業の場合
	経費区分
	金　　額
	積算内訳
	摘　　要

	
	
	
	

	合　　計
	
	
	



(3) 共同研究開発計画期間及び内容　（研究開発計画期間：　　　　年度 ～ 　　　　年度）
	年度
	研究開発の具体的方法及び手段
	技術的目標値

	年度
	
	

	年度
	
	


※事業計画期間の研究開発内容と到達目標を具体的かつ定量的に記載してください。
※共同研究契約書等の写しを提出願います。




６　共同体組織・役割分担表
共同体の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	参加企業


項目
	
	

	所在地
	
	

	代表者
	
	

	担当者
	
	

	資本総額
	
	

	従業員数
	
	

	業種
	
	

	事業概要
※主たる販売品目・販売額
	
	

	企業略歴
	
	

	本事業における役割
	
	


※　「本事業における役割」欄には、事業実施等に対する責任の所在を記載する。


７　経営状況表									（単位：千円）
	期　別

項　目
	第　　期
　　　　　　～

	第　　期
　　　　　　～

	第　　期
　　　　　　～


	売　上　高
（Ａ）
	
	
	

	経常利益
（Ｂ）
	
	
	

	総　資　本
（Ｃ）
	
	
	

	自己資本
（Ｄ）
	
	
	

	流動資産
（Ｅ）
	
	
	

	流動負債
（Ｆ）
	
	
	

	総資本経常利益率
(B/C)×100(%)
	
	
	

	売上高経常利益率
(B/A)×100(%)
	
	
	

	自己資本比率
(D/C)×100(%)
	
	
	

	流動比率
(E/F)×100(%)
	
	
	


 
※１　過去３期の財務諸表により作成すること。
※２　金額は、百円の単位を四捨五入して千円単位で記入すること。率は、小数点第２位を四捨五入して小数点第１位まで記入すること。







別紙５（様式第１号）
誓　　約　　書

□　私
□　当社
は、下記１及び２のいずれにも該当せず、将来においても該当しないことを誓約します。
この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。
また、貴職において必要と判断した場合に、別紙「役員等名簿」により提出する当方の個人情報を警察に提供することについて同意します。
記
１　補助事業者として不適当な者
(1)　暴力団（暴力団排除条例（平成２２年宮城県条例第６７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等（同条例第２条第４号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）であるとき
(2)　事業者（暴力団排除条例（平成２２年宮城県条例第６７号）第２条第７号に規定する事業者をいう。以下同じ。）の役員等（個人である場合はその者、法人その他の団体である場合は役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、当該団体に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。)をいう。以下同じ。）が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用するなどしているとき
(3)　事業者の役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき
(4)　事業者の役員等が、暴力団又は暴力団員等であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき
(5)　事業者の役員等が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有しているとき

２　補助事業者の相手方として不適当な行為をする者
(1)　暴力的な要求行為を行う者
(2)　法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者
(3)　取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者
(4)　偽計又は威力を用いて補助事業を担当する県職員等の業務を妨害する行為を行う者
(5)　その他前各号に準ずる行為を行う者

宮城県知事　　　　　　　殿

　　年　　月　　日

住所（又は所在地）

社名及び代表者名　　　　　　　　　　　　　
　











別　紙
役員等名簿
	事業者名
	

	担当者　役職・氏名
	



	
	氏名
	生年月日
	性別
	商号又は名称
	住所

	(例)
	みやぎ　たろう
	S50.4.1
	男
	宮城県
	仙台市青葉区本町3-8-1

	
	宮城　太郎
	
	
	
	

	1
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	8
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	9
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	11
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	12
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


登記簿謄本に記載している役員について記入してください。

